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入札公告（建築工事） 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

平成２９年１１月７日 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社  

     契約職取締役 瀧本 忠 

 

１ 工事概要 

  (1)工 事 名 東京外部洗浄装置他解体・撤去工事 

  (2)工事場所 東京都江東区青海三丁目地先（中央防波堤内側埋立地内） 

  (3)工事内容 外部洗浄室等における稼働休止中の既存設備の解体・撤去工事。 

   工事範囲（解体品及び払出品の対象設備） 

    ァ）検査室エリア外部洗浄室 

      洗浄装置（ドライアイス・ブラスト装置）    １台    約４００㎏ 

      ロボット（ドライアイスブラストノズル装置） １台    約６００㎏ 

      ロボット昇降装置（噴射ノズル移動用）    １台  約１，６００㎏ 

      空気圧縮機                 １台  約１，７００㎏ 

      空気除湿器（吸着式ドライヤ）        １台    約４００㎏ 

      ロボット０点調整作業台           １台    約３００㎏ 

      集塵機                   １台  約１，０００㎏ 

      洗浄ブース（消音ボックス）         １台  約６，０００㎏ 

      搬送台車（作業用テーブル付）        １台  約７，０００㎏ 

      動力制御盤                 １台  約１，０００㎏ 

     ※）なお、洗浄装置設置場所は非管理区域のため、撤去品は産廃処理（受注者

側処理）とし、他の装置類は管理区域内のため、すべて解体・払出作業とす

る。 

    ィ）検査設備エリア安定器室受入検査床装置 

      搬送コンベア                １台  約１，７００㎏ 

      安定器門型クレーン             １台  約１，３００㎏ 

      保管パレット仮置テーブル          １台  約１，０００㎏ 

      安定器監査用ハンドクレーン         １台    約５００㎏ 

      ドラム缶用吊回転機             １台    約２００㎏ 

    ゥ）ユーティリティー配管・ドレン回収装置他関連機器 

      ドレン受槽及び移送ポンプ類（塩ビ管含）   １式    約１００㎏ 

      空気圧縮機（検査室及びトランス解体室）   ２台  約１，４００㎏ 

    ェ）基礎部コンクリート 

      外部洗浄装置本体用             １組 約１２，０００㎏ 
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      空気圧縮機用                １組   約２，０００㎏ 

      除湿機用                  １組  約１，０００㎏ 

                解体払出品総重量予定量 ： 約４１，２００㎏  

 

 (4)工  期 平成３０年３月３１日まで  

 (5)本工事は、契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事   

である。 

  (6)本工事は、競争参加希望者に競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料  

（以下「競争参加申請書」という。）の提出を求め、競争参加資格が確認された者による 

    入札により契約する工事である。 

  (7)本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号） 

   に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられ

た工事である。 

２ 競争参加資格 

 競争参加申請書の提出期限（平成２９年１１月２４日）において、次に掲げる条件

を全て満たしている者（以下「有資格者」という。）であること。 

 

(1) 有資格者の条件 

①  中間貯蔵・環境安全事業株式会社工事等請負業者選定要領（以下「選定要領」と

いう。）第 2 条第 1 項各号の規定に該当しない者であること。 

 

② 環境省の平成 29･30 年度の建設工事「建築工事」の競争参加資格を有すること

（当該競争参加資格について申請済みであり入札までに競争参加資格を取得

する場合も可とする。）。（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生

手続開始の申立がなされている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基

づき再生手続申立がなされている者については、手続開始の決定後、環境省による

再認定を受けていること。）。 

 

③ 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）に定める経営事項審査（以下「経営事項

審査」という。）の審査基準日が競争参加資格確認申請期限日（平成 29 年 11

月 22 日）以前で経営規模等評価結果通知書において「建築工事」の総合評定

値(Ｐ)が７６０点以上であること。 

 

④ 会社更生法に基づき更生手続の開始の申立がなされている者又は民事再生法に基

づき再生手続申立がなされている者（上記②の再認定を受けた者を除く。）でない

こと。 

⑤ 競争参加申請書の提出期限の日から入札執行の時までに、ＪＥＳＣＯから、中間貯

蔵・環境安全事業株式会社指名停止措置要領（以下「指名停止措置要領」という。）

に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。なお、②の環境省での競争参加
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資格取得者についても、指名停止措置要領を適用するものとする。 

⑥ 平成 18 年度以降に、元請又は下請として受注した工事で、同種工事の施工実績を

有すること。 

⑦ 次に掲げる基準を満たす主任技術者（監理技術者）を当該工事に専任で配置できる

こと。 

    (ｲ)平成１８年度以降に、⑥に掲げる同種工事の管理経験を有する者であること。 

⑧ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条に規定する暴力団又は暴

力団員と関係がないこと。 

⑨ 埼玉県、千葉県、東京都又は神奈川県に本社又は支店等を有すること。 

３ 入札手続等 

  (1)担当部課 

   中間貯蔵・環境安全事業株式会社 管理部 契約・購買課 

   〒105-0014 東京都港区芝 1-7-17 住友不動産芝ビル３号館４Ｆ 

                電話 03-5765-1916 

   (2)発注説明書の交付期間、場所及び方法 

    交付期間 平成 29 年 11 月 8 日(水 )から平成 29 年 11 月 15 日( 水)まで 

        土曜日，日曜日及び祝日を除く毎日 

午前 10 時から 12 時及び午後１時から４時まで（以下(3)において同じ。） 

    交付場所 上記(1)及び 

        中間貯蔵・環境安全事業株式会社東京ＰＣＢ処理事業所 総務課 

 （東京都江東区青海三丁目地先（中央防波堤内側埋立地内） 

電話(03)3599-6023） 

 

  (3)競争参加申請書の提出期間、場所及び方法 

    提出期間 平成 29 年 11 月 9 日(木 )から平成 29 年 11 月 24 日( 金)まで 

    提出場所 上記(1)に同じ。 

    提出方法 書面は持参又は送付すること。電送によるものは受け付けない。 

  ただし、送付の場合でも書留郵便又は信書扱いの宅配便とし、３月３日(金)必着と

する。 

 

  (4)入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

   日  時 平成２９年１２月１９日（火）   １３時３０分より 

   場  所 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 本社 会議室 

         東京都港区芝 1-7-17 住友不動産芝ビル３号館 

   提出方法 持参すること。 

４ その他 

  (1)手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

  (2)入札保証金 免除。 

  (3)契約保証金 契約金額の 10％以上。 
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   ただし、銀行、ＪＥＳＣＯが確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の 

   前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第４項に規定する保証

事業会社をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工事履行

保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証   

金を免除するものとする。 

  (4)入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者が行った入札、競争参加申請書

に 虚偽の記載をした者が行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす

る。 

  (5)落札者の決定方法  

   中間貯蔵・環境安全事業株式会社契約細則第８条の規定に基づいて作成された予定

価格の制限の範囲内で最低の価格をもって入札した者を落札者とする。 

  (6)内訳明細書の提出 

    入札者は、入札時に入札価格に対応する入札価格内訳明細書を提出すること。 

  (7)配置予定技術者の確認  落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の主任技術 

   者等の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。なお、種々 

   の状況からやむを得ないものとして承認された場合の外は、競争参加申請書に記載し 

   た配置技術者の変更は認められない。 

  (8)手続における交渉の有無 有り。 

  (9)契約書作成の要否 要。 

 (10)当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の相手方との随 

  意契約により締結する予定の有無 無。 

 

 (11)関連情報を入手するための照会窓口 

   上記３(1)に同じ。 

 (12)詳細は発注説明書による。             

         


